
米国産牛肉の輸入が、この7月から再開（許可通知）された。政府高官によれば、「後は、消

費者次第」ということになる。これは、「実際にどのくらい売れるかは、消費者次第（好みの問

題）」という意味だろうと考えられる。しかしながら、ここには2つの問題点が横たわっている。

1つは、「好み」といってもその選好は食品の安全・安心に関わるものだということである。

もう1つは、生鮮食品として小売業者から購入する場合は原産国表示が行われて消費者に選択の

余地があるが、加工食品や、外食・中食として購入・消費する場合には、現行制度上は原料原産

地表示の義務付けが無く、消費者に選択の自由が保障されていない点である（肉の重量50％以

上の生鮮に近い加工肉は06年10月から原料原産地表示義務付け）。

ところで、今回の米国産牛肉の輸入再開に至る経緯について振り返ると、2003年12月の米国

でのBSE発生に伴う輸入禁止に端を発し、その後食品安全委員会が慎重にリスク・アセスメン

トを進め、「20ヶ月齢以下の牛肉に限り、特定危険部位（SRM）を除去したものに限る」という

輸出条件の順守を条件とした苦渋の結論の下に輸入再開を容認し、05年12月に輸入が再開され

たものの、1ヶ月後（06年1月）にその輸出条件に違反する特定危険部位である脊柱（背骨）を

含む子牛肉が発見・確認されて、再度輸入が停止されていたというものである。

最初の輸入再開（05年）をめぐる議論のなかでは、米国産牛肉について主に4つの問題点が指

摘されていた。それらは、米国における①月齢判別の物理的、制度的限界性（肉質による判別の

妥当性、任意出生記録の正確性）、②特定危険部位除去の不適切事例（米国農務省自身による開

示）、③飼料の交差汚染の危険性（牛由来の肉骨粉の豚・鶏への供与容認）、④検査頭数の少なさ

（と畜頭数の1％程度）であり、①②は対日輸出条件の順守そのものを危ぶませる内容となって

いた。

そして、輸入再開後1ヶ月にして危惧が現実のものとなったのである。06年1月の脊柱混入は、

対日輸出品目にかかる特定危険部位の除去義務を米国の当該食肉処理業者も政府検査官も十分認

識していなかったという驚くべき事情の下で発生している。しかし、日本政府はこれを対日輸出

プログラムの運用上（リスク管理上）の問題とし、食品安全委員会への諮問を経ずに米国と対日

輸出施設の事前査察等を条件に輸入再開を合意し（6月）、事前査察（7月）を経て輸入再開を決

定した。

BSEに関しては、高齢牛の末梢神経（現行の特定危険部位以外）に病原体が蓄積するリスクも

指摘されており、「20ヶ月齢以下、危険部位除去」はいわば最低限の輸入条件であろう。また、

同じ対日輸出施設の設備器具で20ヶ月齢超の牛肉が処理されることに伴うリスクも考えられる。

米国政府がBSE検査縮小方針（と畜頭数の1％程度を0.1％程度へ、8月にも実施）を打ち出すと

いう更なる逆風の中で、日本政府は、結果的に食の安心対策の一部を消費者に転嫁したに等しい

状態を作り出したことに思いを致し、せめて食品全般への原産国、原料原産地表示の徹底を図っ

ていく必要があろう。
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